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競争ルールの検証に関するＷＧ（第８回） 

 

１ 日時 令和２年８月２７日（木） １４：３０～１６：３０ 

２ 開催形式 Ｗｅｂ会議 

３ 出席者 

○構成員 

新美主査、相田主査代理、大谷構成員、大橋構成員、北構成員、佐藤構成員、 

関口構成員、長田構成員、西村（暢）構成員、西村（真）構成員 

 ○オブザーバー 

小室公正取引委員会事務総局経済取引局調整課長 

 ○総務省 

谷脇総務審議官、竹内総合通信基盤局長、今川電気通信事業部長、吉田総合通信基盤

局総務課長、大村事業政策課長、川野料金サービス課長、片桐消費者行政第一課長、

鈴木番号企画室長、中村料金サービス課企画官、中島料金サービス課課長補佐、田中

料金サービス課課長補佐、仲田料金サービス課課長補佐、水井番号企画室課長補佐 

４ 議事 

【新美主査】  それでは皆様、こんにちは。本日もお忙しいところお集まりいただきま

して、大変ありがとうございます。定刻を若干過ぎましたが、ただいまから競争ルールの

検証に関するワーキンググループの第８回会合を開催いたします。 

 本日の会議につきましても、新型コロナの諸状況を踏まえまして、ウェブ会議による開

催とさせていただきます。 

 まず、議事に入ります前に事務局から連絡事項がございますので、御説明をお願いした

いと思います。よろしくお願いします。 

【中島料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。 

 本日も一般傍聴につきましてはウェブ会議システムによる音声のみでの傍聴とさせてい

ただきます。このため、御発言に当たってはお名前を冒頭に言及いただきますよう、お願

いいたします。また、ハウリングや雑音防止のため、発言時以外はマイクをミュートにし

ていただきますよう、お願いいたします。 

 また、討議において発言を希望される際には、事前にチャット欄に発言したい旨を書き

込んでいただくよう、お願いいたします。それを見て、主査のほうから発言者を指名して
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いただく方式で進めさせていただきます。なお、チャット欄は構成員の皆様からは御覧い

ただけますが、傍聴者には御覧いただけません。また、音声がつながらなくなった場合な

どにも御活用いただければと思っております。 

 本日の会議資料につきましては議事次第のとおりでございます。参考資料には構成員限

りの情報も含まれておりますので、資料に含まれている数値等については、水準感も含め、

会議中・会議後を問わず、言及は控えていただきますよう、お願いいたします。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございました。 

 それでは議事に入りたいと存じます。本日はまず、モバイル市場に係る課題のうち、Ｍ

ＮＰに関する事項について事務局から説明をいただいた後、意見交換を行いたいと思いま

す。 

 そして、その後、これまで議論を重ねていただきました内容を、各構成員から個別にい

ただいた意見も含めまして、報告書骨子（案）として整理してもらいましたので、報告書

骨子（案）について議論を進めたいと思います。 

 それでは、まず、議事１に入りたいと存じます。モバイル市場に係る課題のうち、ＭＮ

Ｐに関する事項について、事務局から御説明をお願いいたします。どうぞよろしくお願い

します。 

【水井番号企画室課長補佐】  事務局でございます。では、資料１を使って説明させて

いただきます。 

 １ページを御覧ください。ＭＮＰに係る基本的な考え方の整理でございます。 

 １、ＭＮＰの見直しに関する基本的な考え方、赤線を中心に説明させていただきます。

利用者が事業者・サービスを理解・選択できる環境を整備することが重要です。サービス

の解約、乗換え等が支障なく円滑にできることが重要と記載させていただいております。

この点、現状ＭＮＰの利用に際しては、引き止め行為が主にＭＮＯにおいて多く行われて

いるとの指摘がございまして、また、様々な手続が使いにくいという声もございます。こ

のため、引き止め行為を禁止するルール化を進める必要がありまして、また、ＭＮＰの利

用環境の整備を図るべきではないかと記載させていただいております。 

 ２、過度な引き止めの禁止でございます。（１）ＭＮＰにおける引き止め行為の考え方で

す。ＭＮＰの利用希望者は電話番号を維持したまま、他の事業者に移りたいという意思を

持って手続きをします。その機会を捉えて引き止めを行うことは、公正な競争環境に支障
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を及ぼす程度がより高いと言わざるを得ず、一定の歯止めを設ける必要があるのでないか。

現状、ＭＮＰの利用を検討する利用者に対して、ポイント、クーポンの付与、安くなるプ

ランやサブブランドへの誘導が行われておりますが、共通の整備をすることが必要ではな

いかと記載させていただいております。 

 （２）具体的に禁止すべき過度な引き止めの考え方でございます。利用者の意思に反し

てまで引き止めを行うことは、過度な引き止め行為として禁止すべきものと考えられます。

このように考えますと、利用者からＭＮＰの明確な意思表示がなされたことは、①既存の

自社プランの説明、②利益の提供、③他の事業者のプランの説明といった一切の引き止め

行為を禁止することが適当ではないかと記載させていただいています。 

 また、ＭＮＰ利用の明確な意思表示が行われる前であっても、上記１から３のような引

き止め行為を行うに当たっては、あくまで利用者の同意を得た上で行うこととすべきでは

ないか。ただし、他事業者、いわゆるグループ系列ＭＶＮＯ等に誘導することについては、

市場全体としての競争環境に悪影響を与えることから禁止すべきではないか。また、ＭＮ

Ｐを検討している者のみを対象とした利益の提供を行うことも禁止すべきではないかと記

載させていただいております。 

 ２ページを御覧ください。３、ＭＮＰに関する利用環境の整備でございます。 

 （１）ウェブによる手続の充実でございます。ウェブについては、平成３０年に引き止

め機会のないＭＮＰを可能とするとの趣旨で、ＭＮＰガイドラインの改正を行った経緯が

ございまして、ＭＮＰを使い勝手の良いものにしていくことが求められます。ウェブによ

るＭＮＰの利用は、対面によらない簡易な方法であるとともに、引き止め機会のない受付

窓口として適切に措置される必要がございます。ウェブの受付機会の改善やその充実を図

ることが必要と考えられるのではないかと記載させていただいております。 

 このため、①事業者は、まずは引き止めが行われないウェブ画面を設けること、②受付

時間を２４時間に拡充すること、③ウェブ上の煩瑣な手続について、事業者の自主的な取

組を促していくこと、④ＭＮＰ予約番号取得までの所要時間が不必要に長時間と認識され

ないよう表示方法を工夫することが適当でございまして、こういうことによって、比較的

利用の多いウェブ以外からウェブへ利用を促していくことが極めて重要であると記載させ

ていただいております。 

 （２）ＭＮＰに係る料金負担でございます。ＭＮＰを利用する際の手数料については、

ＭＮＰの利用者に個別の負担を求めてきた経緯がございますが、ＭＮＰ開始後１５年が経
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過して、ＭＮＰ導入に必要なシステムの開発・設備費用の回収は既に終えていると思われ

ます。そのため、今回、コストについて精査をする必要がございます。ＭＮＰ手数料につ

いては、顧客獲得時ではなく流出時に利用者に負担を求めるものであるため、事業者にと

って効率化を図り、引下げを行うインセンティブが働きにくい特徴がございます。実際に

各社のＭＮＰ手数料ですが、同額となっております。さらにそれは、一度値上げされた上

で、現在、同額となっておりまして、市場に任せても効率化が図られることは期待しにく

いため、客観的に検証を行い、低廉化・効率化を求めていくための措置を講じることが必

要と考えられます。 

 次のページを御覧ください。２ポツ目でございますが、ＭＮＰに係るコストに、単純解

約と同じ部分のコストが計上されていますが、通常の単純解約の際には手数料を要しない

ことを踏まえると、これは契約の基本機能として新規加入手数料や基本料で回収されてい

るものと整理できるのではないかと記載させていただいています。他方、ＭＮＰ予約番号

の発行にかかるコストは、個々のＭＮＰ利用時に生じる固有のコストと観念されまして、

ＭＮＰ利用者が負担すべきものは、当該コストと整理できるのではないかとしております。 

 ウェブについては、２４時間化等のウェブの使いやすい環境の整備を進めることを通じ

まして、ポストコロナ時代のニューノーマルを見据えた社会変革に貢献するとともに、ウ

ェブへの移行を促すことで、ＭＮＰのコスト全体の低廉化にもつながると考えられます。

さらに、電力など他の公共料金や主要国のＭＮＰでは乗換えの際の負担がないのが一般的

である中、利用者誰もが金銭的負担なくＭＮＰを利用できる受付手段を実現することが望

まれるのではないか。以上を踏まえまして、ウェブについては無料で利用できる環境を構

築することが適当と考えられるのではないかと記載させていただいております。 

 他方で、高齢者等ウェブが利用できない可能性が比較的高いユーザーも一定程度、存在

することが考えられます。そのため、代理店や電話で対応する場合には、人件費等一定の

コストが生じる場合があることは想定されます。これらのコストについては、各事業者に

おいて引下げのインセンティブが働かないことを踏まえると、一定の制限を課すことが必

要でありまして、１,０００円以下とするのが適当ではないかと記載させていただいていま

す。 

 ウェブ以外のＭＮＰ手数料については、今後、ウェブも含めたＭＮＰの利用数の動向や

各受付窓口におけるＭＮＰの受付状況を把握しつつ、コストの状況について適時適切に検

証していくことが必要ではないかと記載させていただいております。 
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 なお、事業者負担料金、いわゆるＭＶＮＯがＭＮＯに支払う料金につきましては、資料

２－１の骨子（案）を使って、そこに関連記載がございますので、後ほど説明させていた

だきます。 

 次のページを御覧ください。過度の引き止めの検討の方向性の概要図でございます。上

の四角を御覧ください。ＭＮＰ申込みの明確な意思表示が行われた後は、過度な引き止め

に該当するため禁止すべきではないか。ＭＮＰ申込みの明確な意思表示が行われる前、い

わゆる利用者が迷っている段階では、既存の自社プランの説明及び利益の提供については、

事前の同意を取った上で行うこととすべきではないかと記載しております。ここで、いわ

ゆるサブブランドが自社であれば、既存の自社プランへの説明、また、他社であれば、他

事業者の説明と分類することで記載させていただいております。こちらについては、資料

２－１、骨子（案）でも関連記載がございますので、後ほど説明をさせていただきます。 

 ５ページを御覧ください。これは今回のワーキンググループの骨子（案）のウェブ関係

の一覧表でございます。ウェブによる受付の充実を図るため、表のとおり、その改善を図

る、ウェブの引き止め、引き止めのないウェブ手続画面を整備する、ウェブでの受付時間

の制限、受付を終日対応する、ウェブでの煩瑣な手続、事業者の自主的な取組を促す、Ｍ

ＮＰ予約番号取得までの所要時間、長さ、表示方法や運用方法を工夫すると記載させてい

ただいております。 

 ６ページ以降は構成員限りの情報でございますので、今回は説明を割愛させていただき

ます。 

 以上でございます。 

【新美主査】  どうもありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして御質問、御意見がございましたら、御発言いただきたいと

思います。チャットで御合図いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

それでは、大谷構成員、よろしくお願いします。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。日本総研の大谷です。 

 今、資料で御説明いただきましたように、ＭＮＰのコストを精査していただきまして、

ありがとうございました。ベースとなるコストがつまびらかになることによって、どのよ

うな政策を取るべきかといったことについて、初めて検討ができると思いますので、今ま

でこういったコストについての情報がない中で、手探りで検討していたものに比べまして、

精度の高い議論ができるというのは大変ありがたいことだと思っております。 
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 そして、コストを見てまいりますと、今まで高止まりしていた状況が理解できるところ

なんですが、ここで整理していただいた中で気になっているところが１点ございます。４

ページになると思いますけれども、利用者のＭＮＰ申込みの意思表示というので、明確な

意思表示の前後によって制度の過度の引き止めの禁止すべき内容が異なっているという点

です。実際に利用者がＭＮＰの申込みをするときに、それが明確な意思表示なのか、恐ら

く引き止めをしたい事業者にとっては、それは明確な意思表示ではなく曖昧だったという

エクスキューズが成り立つような基準にも読み取れますので、明確な意思表示というのを

どのように考えるのか、何らかの意思表示で足りるのではないかと思うところでもありま

す。特に「明確な」という言葉をつけて示しているあたり、何をもって明確な意思表示と

するのかということについて、一定の指針がないと、ここが抜け道になってしまう恐れが

あるのではないかと懸念するものですから、事務局などから補足説明があるようでしたら、

お願いしたいと思います。 

 以上です。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。今は質問の形で発言されておりましたの

で、事務局から答えがあればお願いします。 

【鈴木番号企画室長】  番企室、鈴木でございます。 

 確かに大谷構成員がおっしゃることはごもっともでございまして、まず、明確な意思表

示について、現状、各社に聞きますと、代理店とか店頭ですと、御担当の方が一定程度、

対応した後と言いますか、ある程度、限定的に捉えている傾向がございます。したがいま

して、こうした明確な意思表示をされた時点、あるいは、外形的にそういった意思を持っ

ていると思われる時点、この辺りを先日、フローを示して御説明申し上げましたけれども、

今後、こういったフローをしっかり整理していく中で、きちんと今、御指摘があった抜け

道がないように、整理を引き続きやっていきたいと思っております。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。大谷構成員、よろしいでしょうか。 

【大谷構成員】  大谷でございます。とにかく抜け道を作らないような方策が必要だと

思っておりますので、もちろん事務の流れですとかプロセスを明示するのも１つの方法で

すし、この機会にほかの構成員からも御意見があるようでしたら、そのお知恵を借りて、

抜け道を防ぐ方策をぜひ御検討いただきたいと思います。 

 以上です。 
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【新美主査】  ありがとうございます。それでは、大橋構成員、北構成員、長田構成員、

佐藤構成員の４名の方が御発言希望ですので、今、申し上げた順序で御発言いただきたい

と思います。まず、大橋構成員、よろしくお願いします。 

【大橋構成員】  ありがとうございます。ＭＮＰの制度設計は、市場の環境整備の根幹

に関わる重要な論点だと考えておりまして、こうした形で一定の整理を、まずはしていた

だいたことに感謝申し上げます。 

 市場の流動化が競争のメリットを携帯市場全体に均てんさせるという観点で見れば、Ｍ

ＮＰの利用を引き止める行為、あるいは、特定のプランに誘導する行為というのは公平、

公正な市場の活性化を妨げる行為だと考えられますし、また、引き止める代わりに利益を

提供するという行為は、本来、市場参加者全員がメリット得るべき公益的な価値が私的に

囲い込まれるという点で、制度の建てつけ上、極めて問題が大きかったと考えられると思

います。 

 ＭＮＰは競争中立な市場を支える基本的な機能と捉えるべきものだと考えられるもので

あり、コストの回収は、その考え方に沿って加入契約時の基本料金など、公平で、かつ一

律な形で手当てされるのが本来の考え方ではないかと思います。少なくともＭＮＰの利用

者にコストを貸してパニッシュする形というのは、市場の流動性を妨げる点で望ましくな

いので、ＭＮＰの手数料の原則無料化ということを目指して、それにつなげるような過渡

期の措置を考えるのが適当ではないかと考えます。 

 いずれにしても、ぜひ骨太の議論をしていただきたいと思っていまして、これを明確に

するというのは重要なんですけれど、明確な意思表示の話も含めて、あまりテクニカルな

話に落とし込んで議論してほしくないと思っています。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、続きまして、北構成員、御発言をお

願いします。 

【北構成員】  野村総研の北でございます。 

 大橋構成員のお話の後で大変恐縮ですが、引き止めの細かい点についてコメントさせて

いただきたいと思います。 

 利用者の明確な意思表示がある、なしで分かれていますが、文章中に「ＭＮＰというの

はそもそも意志を持って手続を申し込んでくるものである」と書かれておりまして、それ

と矛盾しているのではないかと思います。 
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 大谷構成員の御意見とも一致しているのですが、ショップ、コールセンター、そして、

ウェブで、実際にそれぞれ具体的にどういうタイミングで、どんなスクリプトで利用者の

明確な意思確認を行うのかがとても気になるところであります。例えば、コールセンター

でオペレーターさんではなくＩＶＲで、「ＭＮＰ手続を行う人は１を、ＭＮＰ手続をしよう

か迷っている人は２を押してください」のように対応すれば、みんな１に進むと思うので

すが、オペレーターさんが「お客様、ＭＮＰ手続をされる前に少しお時間をいただけませ

んか。お客様にとって大変お得なお話をさせていただいてもよろしいでしょうか」なんて

言えば、「はい」と答えてしまう人も出てくると思うのです。要するに、引き止めに対する

基本的な考え方については賛同するのですが、具体的な運用まで、抜け道がないようにし

っかり注視する必要があると思います。 

 確認ですが、ウェブについては引き止めが行われないウェブ画面を設けることとありま

すが、これは、ウェブは一切の引き止めが禁止という意味なのでしょうか。それとも店舗

やコールセンターと同じく、ウェブでアクセスした人についても、明確な意思確認を経て

から意志のある人だけ、引き止めが行われないウェブ画面に飛ぶと、そういうことなので

しょうか。ここは確認させてください。 

 もう一つ確認ですが、ウェブ上の煩瑣な手続について、事業者の自主的な取組を促して

いくとありますが、例えば、ＦＴＴＨに紐づいた契約など、現状、ウェブではＭＮＰを受

け付けていないわけですよね。こういった契約もウェブで手続が行われるようにすること

も、ここに含まれているのかどうかを確認したいと思います。 

 それから、ＭＮＰの手数料について、基本的な考え方には賛同いたしますが、単純解約

は無料だから、それと同じ部分のコストは無料にせよという考え方には賛同できません。

実際に、ショップスタッフやオペレーターさんは、ＭＮＰ手続のために稼働しています。

その実費を受益者が負担すべきだと思います。 

 また、ウェブでの手続についても、実際にシステムコストがかかっているにもかかわら

ず、これをゼロ円にすべき、つまり事業者に負担せよという話なのですが、こちらをゼロ

円にせよというのであれば、少なくともショップやコールセンターにおいては実費にすべ

きだと思います。そうなると１,０００円以下というのは適当ではなく、恐らく１,５００

円から２,０００円の間になってくるのではないかと思います。 

 以上でございます。 

【新美主査】  それでは、事務局に二、三点質問がありましたので、事務局からお答え
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いただきたいと思います。 

【水井番号企画室課長補佐】  事務局でございます。どうもありがとうございます。 

 まず、１点目でございます。１点目については、ウェブでの引き止めの考え方であった

かと思います。これについては、先ほど室長の鈴木から申し上げたとおり、今後、現場の

運用を見ながら、精緻化を進めていくという前提ではありますが、基本的な考え方といた

しましては、ウェブにおいても、いわゆる既存の自社プランの説明、利益の提供の説明等

を受けるかどうか、同意を事前に取るといったことを含んだ形で実現するのはどうかとい

うことを検討しております。 

 具体的に申しますと、例えば、このような形態が考えられ得ると存じます。まず、ウェ

ブにアクセスをすると、まず、ＭＮＰ手続のボタンがあり、それを押すと次の画面に遷移

します。その中で２つボタンがありまして、ＭＮＰ手続をする、ＭＮＰ手続に進むと押す

と、いわゆる左側の状態から右側の状態に移る。説明を聞く、お得な情報を聞くとやると、

いわゆる同意を取ったということでして、既存の自社プランの説明等が表示されるといっ

たことが基本的な考え方の例かと思いますが、具体的には実際の事業者とも話しながら、

また、現場の運用も十分考慮しながら、構成員の皆様がおっしゃるとおり、抜け道のない

ように対応をしたいと思ってございます。 

 ２点目でございます。２点目については、ウェブの煩瑣な手続に対する対応でございま

して、ＦＴＴＨの親回線の解約、これは念のための確認ですが、いわゆるＦＴＴＨの親回

線と携帯電話回線とかが紐づけられていると、ウェブで解約ができないということについ

てのコメントということでよろしいでしょうか。 

【北構成員】  そうです。 

【水井番号企画室課長補佐】  こちらについては、後ほど資料２－１に関連記載が一部

ございますので、今、少し説明させていただきます。 

 資料２－１の６４ページを御覧ください。６４ページの１,７２２行目辺りから関連記載

がございます。ウェブにおけるＭＮＰの予約番号について、一部のＭＮＯからＭＮＰ予約

番号の発行を受けようとする利用者が解約することにより、他の利用者が不利益を被る場

合等には、当該利用者はウェブではＭＮＰ予約番号の発行手続を完結することができず、

電話等の他の窓口に誘導しているとの説明がありました。１,７２９行目ですが、こうした

扱いをするのであれば、利用者がその扱いを把握し、適切な対応を取ることができるよう、

事業者は、あらかじめウェブページ等で明確にしておくことが必要ではないか。ただ、そ
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れだけで、全て十分というわけではなくて、可能な限り、ウェブでＭＮＰ手続が完結する

よう手続の見直しも含めて、継続的な努力をしていくことが必要ではないかと記載させて

いただいております。 

【鈴木番号企画室長】  鈴木でございます。 

 ３点目、料金の関係でございますけれども、先生から御指摘いただきましたが、今回、

ＭＮＰ固有のコストに限定して回収していこうという話でございますけれども、効率化、

値下げのインセンティブが働きにくい料金の低廉化を図るという局面におきまして、ＭＮ

Ｐのコストのうち単純解約と同様のコストは単純解約と同じ扱いと整理する、こうしたコ

ストについては、まさに契約には始まりと終わりがあって、その中で料金というのは回収

しているんだろうという整理も、そういう考え方も一定の合理性はあるのではないかと

我々は考えてございます。 

 それと、料金は少し安いんじゃないかという話でございますけれども、今日の資料１の

２ページ目、（２）の２ポツにもございますとおり、まさにＭＮＰの手数料につきましては、

顧客獲得時ではなくて、流出時に利用者に負担を求めるということで、こういった意味で、

これまでも値上げが行われてきた経緯を踏まえますと、なかなか市場に任せても効率化が

図られることは期待しにくいということで、今回、まさに客観的に検証を行って、効率化、

低廉化を求めていくという措置と捉えております。 

 なお、資料１の３ページ目、一番最後に記載しておりますけれども、今回、こういった

一定の整理をしますが、ウェブ以外の手数料につきましては、今後、ウェブも含めた全体

の取組件数の動向ですとか、各受付窓口別の受付状況、こういったあたりもしっかりと我々

が把握しながら、コストの状況についても適時、適切に検証していくといった整理をさせ

ていただいておりますので、御理解いただければと思います。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、続きまして、長田構成員、どうぞ御

発言をお願いいたします。 

【長田構成員】  長田です。ありがとうございます。 

 感想みたいになるんですが、まず、１ページの２ポツの（２）、最初のところに「利用者

の意思に反してまで引き止めを行うとは」と書いてあるんですけども、利用者の意思に反

して引き止めを行うこと全体をとにかく禁止すべく、「まで」という書き方なのかというの

は少し思いました。 
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 それで、先程、既に大谷構成員や北構成員からもお話がありました、引き止めの同意に

関しての４ページの表なのですが、例えば、ウェブでＭＮＰの手続のところへ行こうと思

うと、それを探している段階で、必ず少しお考えくださいみたいないろいろな情報提供が

出てきたりするわけですし、電話番号を調べようと思ってもそれは出てきますし、お店に

行ったとしても、わざわざ行って、ボタンを押して自分は今日、何のために来たのか示し

た段階で、もう明確な意思があると考えるということをきちんと書いていただきたいと思

います。そうしないと、何となく曖昧だったとかということで、結果的に引き止めが行わ

れるというのは、一定の要件に限定していたとしても、非常に課題が起こると思いますの

で、まず、ＭＮＰのサイトに行った人、それから、電話を掛けた人、そして、お店でＭＮ

Ｐのところだと、今日来たのはそういう意思だと示した段階で、もうお引き止めはしては

いけないというのを明確にするべきではないかなと思っています。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、続きまして佐藤構成員、お願いしま

す。その後、関口構成員、お願いします。 

【佐藤構成員】  佐藤です。全体的には公正競争条件の整備が大事で、その中でも、今

回は過度な引き止めの禁止とＭＮＰの料金負担について、重要な論点として示されており、

そのとおりだと思います。全体的には大橋構成員が言われたように、きちんと大事なとこ

ろの議論を進めていくことになると思います。 

 コメントは料金についてですが、料金に関しては２つに分けて考えています。１つは負

担の問題で、もう一つは料金のベースとなるコストの問題。負担の話は、誰が何のコスト

を、どのように負担するかということで、いろいろ今日も議論がありました。MNPに関する

個別申し込み作業毎にその都度料金を取るのか、あるいは、単純解約等一部コストが、そ

の他の料金や基本料に含められていることもあるので、誰が何をどのように負担するか、

異なる考え方があるのだと思います。 

 また、料金のベースとなるコストの話ですが、今回、各社から詳細のコストデータを提

出いただいています。データを見ると、同じ費目でも企業によって大きな差があり、そう

いう意味で、この差というのはどうして生まれているのか、そもそもコストはどういう考

え方で、どのように計算されているのか、きちんと精査する必要があると強く思っていま

すので、コストの適正性について総務省を含めて、我々が議論していきたいところだと思

っています。 



 -12- 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、関口構成員、どうぞ御発言お願いい

たします。 

【関口構成員】  関口でございます。 

 引き止め策については、もう先生方が随分コメントされておりますので、私はコストの

ところだけに限定をしてコメントさせていただきたいと思っています。 

 私は今回のＭＮＰに関しての料金徴収については、ＭＮＰの固有コスト、増分的に発生

するコストに限定して検討するという方向性について、私は賛成であります。佐藤構成員

がおっしゃるように、各社随分まちまちな金額を御提示くださっていらっしゃいますので、

各社のコスト情報のうち、何を抜き出してきているかについて、もう少し丁寧に分析をし

た情報が本当は欲しいところですけれども、それにしても、全体のコスト合計のうちに占

める単純解約でも発生するコストと、それから、ＭＮＰに関する固有のコスト、これは番

号予約等によって発生するもろもろのコストということのようですけれども、ここが分か

れているところに着目しますと、解約に関しては、単純解約でもコストはこれだけかかっ

ているという情報も得られました。 

 その上で、事業者さんの意思として、単純解約は無料にしてきたということを考えると、

コストがかかっているから、これを抜き出して徴収するという議論になると、単純解約も

実は料金を設定しようということになってくるわけで、そういう方向には、私は行くべき

ではないと考えます。ＭＮＰについて、従来の２,０００円から３,０００円に一度上がっ

たわけですけれども、システムを設計するタイミングで料金を取ることを許容したという

今までの経緯を考えて無料にはしない、一定の費用を徴収することは許容するということ

の方向性で考えると、単純解約でも発生するコストは除外した上で、ＭＮＰの固有コスト、

ここに焦点を当てて徴収をすることがふさわしいのではないかと考えています。 

 なお、各社さんの数字は構成員限りなので、奥歯に物が挟まったような言い方になって

しまいますが、今回の値段はかなり上限に張りついた値段であるということは間違いない

ので、ここについても、どの金額がいいのかについては継続して検討を加えていくことが

望ましいと思いますが、取りあえず、今回は１,０００円で徴収を続けると、金額だけ変更

するということに賛成いたします。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございました。 



 -13- 

 それでは、ＭＮＰの全般的な点についての意見交換は以上にいたしまして、続きまして、

報告書骨子（案）についての御議論に入りたいと存じます。 

 最初に今、議論していただきましたＭＮＰに関する部分についてから説明をしていただ

き、意見交換を行います。その後、ＭＮＰ以外の項目に関して、まとめて説明をいただい

て意見交換という段取りでまいりたいと思います。 

 それでは、まず、ＭＮＰに関する部分につきまして、説明をよろしくお願いいたします。 

【水井番号企画室課長補佐】  事務局でございます。 

 資料２－１を御覧ください。ＭＮＰにつきまして、一部の内容は資料１、先ほど御説明

させていただきましたので、ここではそれ以外の点について説明させていただきます。 

 資料２の４９ページを御覧ください。こちらはＭＮＰの枠組みの対応の方向性を示した

部分でございます。太い線が引いてある下線部分を中心に説明させていただきますが、今

後、ワンストップ方式の導入の可能性を検討する場合、現在では、より多くの関係事業者

間、ＭＮＯ、ＭＶＮＯにおいて、ゼロベースからデータベースの方式も含めた運用やシス

テムの在り方、それを実現する具体的仕様等を議論して、結論を得ることが必要と想定さ

れます。検討だけでも導入時に要した、２年を超える期間を要することも想定されます。 

 そのため、まずはツーストップ方式における課題について改善を進めることとし、こう

した対応によっても課題が解決できないと判断されれば、将来的にワンストップ方式の導

入の可能性について、検討を進めることが適当ではないかと記載させていただいておりま

す。 

 次は６４ページを御覧ください。ここは過度の引き止めの対応の方向性を示した部分で

ございます。先ほど関連記載があると申し上げた、サブブランドのところでございますが、

１,７１１行目を御覧ください。ＭＮＯのサブブランドにつきましては、自社プランの一部

として整理していますが、ＭＶＮＯからも競争上の懸念が示されていることもありまして、

サブブランドが競争環境に与える影響の一環として、注視していく必要があると記載させ

ていただいております。 

 資料の６９ページを御覧ください。これは転入時に求められるＭＮＰ予約番号の有効期

間の長さ、いわゆる移転先から予約番号が１０日程度残っていることが求められるといっ

たものでございます。こちらについては、１,９００行目、そもそも当該期間の設定は移転

先事業者が行うものであるため、ＭＮＰを不当に妨げようとする意思があるものとは考え

られず、移転先事業者は転入の実現と利用者において再度手続を行うことを避けるための
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バランスを取るためにこうした期間を設定していることから、この期間の設定はこれまで

とおり、事業者の判断に委ねられるものとしてはどうかと記載しております。 

 次、７９ページを御覧ください。２,２２０行目でございます。こちらは事業者負担料金、

いわゆるＭＶＮＯがＭＮＯに支払う料金でございます。先ほど利用者負担料金の在り方に

ついて、資料１を使って説明させていただきましたが、それと連動する形で、２,２２９行

目にありますが、利用者負担料金と連動して、いわゆるＭＮＰの手続１件当たりに発生す

るコスト、例えば、ＭＮＰ１件当たりにＭＮＯに支払う金額です。ＭＮＰ１件当たりに発

生する金額については、利用者負担料金と連動して、少なくとも利用者負担料金以下とな

るよう見直すべきではないかと記載させていただいております。 

 続いて、（１０）がＭＮＰの制度的な位置づけでございます。次の８０ページの２,２４

０行目に対応の方向性を記載させていただいておりますが、今回のワーキンググループで

御議論された内容を現実化するための手段といたしまして、今回の対応を踏まえて、ＭＮ

Ｏ、ＭＶＮＯに義務づけるべき事項についてはＭＮＰガイドラインを改正すること、その

他措置を講ずることにより、確実に履行されるように制度を整えるべきではないかと記載

させていただいております。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございました。 

 それでは、ＭＮＰに関連しての意見交換に移りたいと思います。ただいまの説明につき

まして御質問、御意見を頂戴したいと存じます。御発言の御希望の方は、チャットで合図

していただけたらと思います。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、西村構成員、どうぞ御発言よろしくお願いします。 

【西村（暢）構成員】  中央大学の西村でございます。コメントが１点、それから事務

局への質問を１点させていただければと思っております。 

 コメントにつきましては、先ほど、構成員の先生方からも御議論があったとおり、コス

トが詳細に整理されておりまして、それに基づいて、今回のような報告内容になったかと

思っております。コストを詳細に見ますといまだに、そして値上げ幅も含めて、こういっ

たＭＮＰの手数料が同一価格ということに関しては非常に疑問があるものであります。さ

らに、同時に今回、ウェブ以外で１,０００円という価格、手数料というものが示されてお

りますが、恐らくこれも上限に張りつく可能性が極めて強い。そうなってきたときに、果

たして本当にコストをちゃんと見た結果としての政策なのかと、これは今後、継続的な議
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論が必要になってくるものだろうと思われますし、今回は過渡的な措置、判断という形で

整理されたのかと理解いたしました。これがコメントでございます。 

 質問につきましては、今般のＭＮＰの議論は、これは明らかに制度上、利用者の利益確

保による公正な競争環境の基盤を形成するものであると理解しております。その際、骨子

の中で、例えばですけれども、競争中立的という文言が極めて数多く出てきておりますが、

しかしながら、ＭＮＰの制度の各項目、例えば、ワンストップ、所要時間、引き止め、そ

れから、有効期間、それぞれの項目で競争中立的という言葉が登場したりしなかったり、

様々な表現が使われておりますが、何か競争中立的という文言の、ここをＭＮＰの各項目

において言及あり、なし、特に理由等がございましたら、お教えいただければと思います。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

【水井番号企画室課長補佐】  事務局でございます。御質問の点について、御回答させ

ていただきます。 

 競争中立的という言葉や、その他の言葉で、いわゆる言葉の揺れがあるということかと

思いますが、表現については精査させていただきます。記載させていただいた意図は、多

少いろいろなところで表現は違いますが、公正な競争環境というものに悪影響があるかと

思います。公正な競争環境が整備できるかといったところを基本として記載させていただ

いておりましたので、記載の表記の揺れ、競争中立的という言葉を踏まえましたものにつ

いては精査をさせていただいた上で、必要な反映を行わせていただきたいと思います。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。西村構成員、それでよろしいでしょうか。 

【西村（暢）構成員】  よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  それでは、発言希望は長田構成員と西村構成員が出ておりますので、ま

ず、長田構成員から、その後、西村構成員、御発言をお願いします。 

【長田構成員】  長田です。４９ページからのワンストップ方式の検討のところなんで

すけれども、ゼロベースから検討しなきゃいけないとか、脚注のところにも、それよりも

もっと前にいろいろ運用方法とか仕様を決めるのには、非常に時間もかかるんだというこ

とが書いてあるわけですけども、ツーストップ方式での課題の改善を進めながら、同時に

ワンストップ方式の導入の仕組みなどについても、少し検討を始め、並行してやるという

ことは考えずに、まず、ツーストップ方式でやってみて、それで、その後もし駄目ならワ

ンストップ方式にということになると、２年を超えるどころか、非常に長い時間かかるこ
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とになると思うんですけれども、そこのところは並行して検討していくことをしないこと

にしたのはどうしてなんでしょうか。教えてください。 

【新美主査】  それでは、事務局のほうで、ただいま質問についてお答えいただきたい

と思います。 

【鈴木番号企画室長】  番企室、鈴木でございます。 

 今回、報告書骨子案の整理としては、ここに書かれているような整理をさせていただい

ておりますけれども、そもそも、まず、ＭＮＰのガイドラインで、４５ページをお開きい

ただければと思うんですけれども、４５ページの１,１０３行目ぐらいですが、ＭＮＰガイ

ドラインでございますけれども、そもそもワンストップ方式を継続的な課題と位置づけて

おります。したがいまして、我々もこの旗を降ろすつもりは全然ございませんので、まさ

に今回の整理としては議論を踏まえて、まずはツーストップの課題をしっかり把握してい

くということでございますけれども、ワンストップのこともしっかり踏まえた上で、全体

として検討を進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

【新美主査】  よろしいでしょうか。 

【長田構成員】  検討はしていただくということなんですけども、出て行く人に対して

の重要事項説明の重要性というのがずっと言われてきていますけれども、迎える側が今度、

自分と契約をしてくれるユーザーに対して丁寧な説明をするというのは、データのやり取

りとか、いろいろ情報のこととか課題はあるかもしれませんけれども、ＭＮＰして出て行

く人に対して、コスト削減のインセンティブがないとかというところから言えば、むしろ

迎える側のほうに熱意は期待できるところがありますので、ぜひきちんと検討していただ

きたいと思います。よろしくお願いします。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、全相協の西村構成員、御発言をお願

いします。 

【西村（真）構成員】  西村です。今回の報告書の中で、ＭＮＰ手続の在り方の予約番

号取得までの所要時間だったり、あと、転入時に求められるＭＮＰ予約番号の有効期間に

ついて、じっくりと御検討いただいたことに大変感謝しております。 

 取得までの所要時間のほうでは、いろいろな事情があるけれども、表示とか運用方法を

工夫することで、不必要に長時間を要すると誤認させないようにという意見というか、考

え方が書かれています。転入時のほうについても、同じような流れで検討が行われていま
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すので、ここにもできれば表示方法とか運用について工夫することが必要ではないかとい

う一文も入れていただけたらうれしいと思います。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。今の点、事務局としてはいかがでしょうか。 

【水井番号企画室課長補佐】  御意見いただきまして、大変ありがとうございました。 

 いただいた意見も踏まえまして、今後、表現の修正を検討したいと思います。よろしく

お願いします。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、関口構成員、どうぞ御発言お願いし

ます。 

【関口構成員】  ワンストップ方式、ツーストップ方式を比べれば、ワンストップ方式

がいいに決まっていると思うんですが、ただ、ツーストップ方式でシステムを構築してき

たということを考えると、新たなコスト負担をユーザーに求めるということ検討しなけれ

ばいけないということですから、ワンストップ方式の導入に向けた検討は継続するとしな

がらも、当面はツーストップ方式の欠点をパッチワーク的に狭めていくという方式に私は

賛成いたします。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。ほかに御意見、御質問ございませんでしょうか。 

【鈴木番号企画室長】  新美先生、事務局でございます。よろしいでしょうか。 

【新美主査】  事務局からどうぞ。 

【鈴木番号企画室長】  先ほど前段の資料１の説明の中で、北構成員、大谷構成員、長

田構成員から、いわゆる引き止めの明確な意思表示の中で、運用において抜け道がないよ

うにといった御指摘をいただきましたので、６１ページぐらいから引き止めに関するいろ

いろな対応を書いておりますけれども、そういった運用上、抜け道がないようにというこ

とを、別途、しっかり書き加えたいと思っております。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、ほかに御発言ないようでございまし

たら、次にＭＮＰ以外の項目に移りたいと思います。事務局のほうから御説明、よろしく

お願いします。 

【中島料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。 

 それでは、骨子（案）の１ページを御覧ください。１ページ目、モバイル市場の競争環
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境に関する検証ということで、これまでの取組及び検証に関する背景を書かせていただい

ております。１ページ目から４ページ目までですが、総務省では接続料の適正化や料金の

適正化、端末販売の適正化といった取組を行ってきたところでございます。 

 ５ページ目になりますけれども、これらの取組にもかかわらず、依然として、モバイル

市場の競争は十分であるとは言いがたい状況にあったことから、モバイル研究会が立ち上

がり、モバイル研究会における緊急提言を踏まえ、昨年の１０月１日に改正電気通信事業

法が施行されたといったところでございます。 

【仲田料金サービス課課長補佐】  続きまして、６ページ目、２ポツ、改正電気通信事

業法の執行についてでございます。検討課題等におきまして、改正法施行前後の状況につ

いてまとめております。１１７行目にございますとおり、事業者による料金プランの見直

し、１２２行目にございますとおり、事業者や販売代理店の事業法第２７条の３の規律遵

守のための体制整備、１４２行目にございますとおり、事業法第２７条の適切な執行とい

たしまして、ページをおめくりいただきまして、１４６行目からでございますが、総務省

が２７条の３等の規律に反した販売代理店及び事業者に対し、再発防止等を図るよう行政

指導を行ってきた、こういったことについて御説明をしております。 

 続きまして、１１ページを御覧ください。２６３行目から対応の方向性ということでま

とめさせていただいております。２６４行目から事業法第２７条の３の規律遵守のための

体制整備といたしまして、事業者においては引き続き体制の強化、販売代理店に対する十

分な情報提供、また、指導の徹底、自らが行う利益の提供の額等の販売代理店への通知の

ための適切な体制整備等の取組を実施していくことが必要である。 

 また、２７９行目からでございますけれども、販売代理店においては、研修の実施や社

内ルールの見直しやチェック体制の強化と必要な管理体制の整備等に取り組むことが必要

である。２８２行目から事業法第２７条の３の適切な執行のための総務省の取組といたし

まして、引き続き、改正法の適切な執行を図っていくことが必要である。また、運用ガイ

ドラインについても、関係事業者の声も踏まえながら随時見直しを図っていくことが必要

である。 

 ２９６行目から事業法第２７条の３の規律の見直しということで、規律の対象となる移

動電気通信役務について、利用目的や利用環境、競争環境等も大きく異なることから、タ

ブレット向けの役務を適用対象外とすべきとの意見や、固定して利用するＷｉ－Ｆｉルー

タ向けの役務を対象とすべきとの意見があったことについて、ページおめくりいただきま
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して、１３ページ目、３０１行目からのパラグラフでございますけれども、タブレット向

けの役務については、２０２０年１月から改正法が適用されたところであって、まだ十分

なデータ等もなく、分析を十分に行われる状況になっていないことから、引き続き、分析

を行った上で、必要に応じ規律の対象とするかの是非を判断することが望ましい。また、

３０９行目、固定して利用するＷｉ－Ｆｉルータ向けの役務については、競争環境に変化

が見られたとは言えないため、引き続き、状況を注視し必要に応じ、その是非を判断する

ことが望ましい。 

 ３１４行目からでございますが、５Ｇサービスの普及促進の観点から５Ｇ端末への買い

替え時には、例外として、上限を撤廃すべき割引価格ではなく、定率での値引き上限とす

べきとの意見があった。３１８行目からでございますが、事業法２７条の３の端末値引き

等の利益の提供は、通信料金を原資とする過度な値引きを、２年を目途に事実上根絶する

ために、一定の上限を設けるものであることから、５Ｇ端末について、その他の端末と異

なる特例を設けるという理由がなく、評価、検証を通じて、通信と端末の完全分離による

モバイル市場の動向を引き続き注視していくべきである。 

 ３３１行目からでございますが、端末値引き等の利益の提供の規律の例外として設けら

れている不良在庫端末の特例について、ページをおめくりいただきまして、３３４行目に

ございますとおり、特定のメーカーに対して不当な扱いをするものであり、製造中止のハ

ードルが高いとの意見がございました。 

 これにつきまして、３４２行目からでございますが、端末の値引き上限の規律や不良在

庫端末の特例につきましては、あくまでも通信料金を原資とする過度な端末値引きの制限

と、その例外を定めたものであり、特定の戦略を持つ端末メーカーに対して不利な扱いを

することを目的としたものではないということ、また、３４６行目からでございますが、

総務省においては全てのメーカーに対して公平・中立的に同制度を運用しており、その結

果として、ｉＯＳは３４機種、アンドロイドは１０６機種とともに複数の機種が対象とな

っていること、このことから、３５５行目からでございますが、総務省においては、引き

続き、不良在庫端末特例の適用状況について注視し、関係事業者、メーカー等の意見を踏

まえ、不良在庫端末の運用において課題が生じていないか継続して確認を行うとともに、

規律の潜脱を防止するため、適切な運用していくことが必要であるとまとめさせていただ

いております。 

【中島料金サービス課課長補佐】  続きまして、モバイル市場の現況と分析でございま
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す。 

 １４ページ目の下段、３５９行目ですけれども、まず、分析の視点につきましては、モ

バイル市場の変革の進捗について、定量的・定性的に実施していくことといたしまして、

評価・検証の項目につきましては、図表１－１のとおりでございます。今回の分析評価に

ついては、後述のとおりですが、改正法の施行前後１年又は半年間のデータに基づき、分

析・評価を行っています。季節変動のある項目や経年変化を分析すべき項目につきまして

は、今後の検証において、さらに分析・評価を重ねていく必要があろうかと思っておりま

す。加えて、２０１９年度後半からは、新型コロナウイルス感染症の影響の出ている可能

性がありますので、そちらについても考慮の必要があろうかと思っております。 

 １６ページ目、３８５行目でございます。分析の手法でございます。こちらも前回、御

説明したところでございますけれども、１つの指標により行うことなく、下段ア、イ、ウ

の３つの項目について総合的に分析したいと考えております。 

 １７ページ目、図表１－２でございます。定量分析に使用するデータについては、こち

らの図表のとおりでございます。 

 １８ページ目、４５０行目になります。今後の分析・検証の方向性でございます。４５

４行目を御覧ください。今回の分析の結果も踏まえまして、政策の効果に関する検証をよ

り適切に実施していくことができるよう、必要に応じて分析に用いる指標の妥当性の検討

を行うとともに、新たに分析に必要と考えられるデータの報告を求めるなど、随時データ

の見直しをしていくことが必要であると考えております。なお、先ほど申し上げましたと

おり、次回の分析・評価に当たりましては、今回の分析・評価結果も踏まえた経年変化を

見ながら分析することが重要であろうかと思っております。 

 １９ページ目、通信市場の動向でございます。契約数、事業者数につきましては、こち

らの数値のとおりでございますので、御覧いただきたいと思います。 

 ２０ページ目を御覧ください。前回のワーキングと異なる体系になっておりますので、

詳しく説明させていただきたいと思います。前回、３つの分類に分けさせていただきまし

たが、今回、月間通信容量を基に、低・中容量と大容量の２つの領域に分けて考えを示し

ております。まず、低・中容量の領域では、ＭＮＯのサブブランドやＭＶＮＯといったと

ころが、多様な容量別の料金プランを提供し、活発な競争が行われているところでござい

ます。なお、ＭＮＯ３社のメインブランドも、従量制のプランを提供しているところでご

ざいます。大容量の領域につきましては、ＭＮＯ３社のメインブランドや一部ＭＮＯが、
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価格帯は８,０００円程度でサービスを提供する中、楽天モバイルが大容量、月額２,９８

０円という形で本格的なサービスを開始しているところでございます。 

 ２２ページ目を御覧ください。通信料金の動向でございます。改正法の施行に伴いまし

て、ＭＮＯ３社は違約金の引下げ等を行ってきたところでございますけども、その結果と

しまして、期間拘束のない大容量のプランにつきましては、改正法の施行前後で約３割の

値下げとなっているところでございます。５３２行目をご覧ください。総務省が実施した

内外価格差調査では、我が国の料金は、依然として高位な水準にあるといったところでご

ざいます。 

 ２３ページ目、５３９行目でございます。日本通信が、音声かけ放題込みの低廉な料金

プランの導入を７月に公表しております。また、総務省におけるモバイル音声卸料金の適

正化に向けた検討を踏まえ、ＭＶＮＯの音声料金の引上げが行われることが期待されてい

るところでございます。 

 ２４ページ目の５７０行目を御覧ください。競争の状況のＳＩＭロック解除の動向でご

ざいます。昨年１１月のＳＩＭロック解除ガイドラインの改正後、直近の２０１９年度第

４四半期におきまして、初めて１００万件を突破して、約１１０万件となっているところ

でございます。これはＳＩＭロック解除ガイドラインの改正の成果が相当あったものと考

えているところでございます。ＳＩＭロック解除につきましては、利用者のニーズが非常

に高く、これまで行ってきた上記の環境整備が大きく後押しする結果になったものと推測

されているところでございます。 

 ２５ページ目、ＭＮＰの動向でございます。５８９行目、ＭＮＰの利用者数は、改正法

の施行前後に着目しますと、全体として、また、ＭＮＯ３社につきましても件数が減少し、

かつ新規契約に占める割合も低下しているところでございます。これは、改正法の施行前

後でＭＮＰが減少していますのは、セット販売時の利益提供における上限額が設けられた

結果、高額なキャッシュバック目当てのＭＮＰが減って、言わば市場が正常化されたもの

と推測されているところでございます。その後、ＭＮＰの件数は徐々に増加しておりまし

て、今後は真水とも言うべき純粋なＭＮＰ需要に基づき、件数が増えていくことが期待さ

れているところでございます。 

 ２６ページ目を御覧ください。事業者間の契約の動きでございます。以上の取組が効果

を示しつつある中、ＭＮＯ３社では、新規契約数よりも解除契約数のほうが多くなってお

ります。一方で、その他の指定事業者におきましては、新規契約者数のほうが多くなって
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いるところでございます。競争環境の整備が進む中、ＭＮＯ３社からその他の事業者へ利

用者が移行する動きが出ているものと推測されているところでございます。 

 ３０ページ目を御覧ください。今後の方向性でございます。改正法に基づく通信料金と

端末代金の完全分離、あるいは、ＳＩＭロック解除の一層の促進、こういった総合的な政

策的対応の結果、ＳＩＭロック解除件数の増加、ＭＮＰの鎮静化、こういったもので公正

な競争関係の整備に向けた成果が表れつつあるところでございます。これに並行いたしま

して、楽天モバイルの本格参入、また、ＭＶＮＯによる低廉な料金プランの導入といった

各事業者による取組によって、料金の低廉化に向けた一定の動きが見られているところで

ございます。とはいえ、我が国の通信料金は大容量プランを中心として国際的に高位な水

準にあり、引き続き、競争を通じて利用者にとって低廉で分かりやすく納得感のあるサー

ビスが提供されるよう、今後も分析・検証を重ねていく必要があろうかと思っております。 

 特に、低・中容量の領域におきましては、ＭＮＯのサブブランドは、利用者にとって多

様な選択肢を提供するものであり、競争の活性化を通じたさらなる料金の低廉化につなが

ることが期待されているところでございます。一方で、構成員の皆様方からも、これまで

様々な御意見をいただいたところでございますが、新たな囲い込みの手段として利用され

るなど、特に、独立系ＭＶＮＯとの間の公正な競争環境の阻害要因になる可能性がある旨

の指摘をされているところでございます。今後、サブブランドが競争環境に与える影響に

つきましては、先ほどＭＮＰの説明でもありましたけれども、ＭＮＰに係るルール整備、

執行状況に合わせて注意していく必要があろうかと思っております。このため、より詳細

な分析が可能となるように、ブランド別のデータを取得しておく必要があろうかと思って

おります。 

 ３１ページ目、７３９行目でございます。大容量の領域につきましては、楽天モバイル

によるエリア拡大が競争環境や料金水準に与える影響について注視する必要があろうかと

思っております。特に今後、５Ｇサービスの普及に加え、新型コロナウイルス感染症を背

景とした遠隔活動の普及によって、データ通信需要の一層の高まりが想定されているとこ

ろでございます。こうした需要を見据えまして、各事業者の創意工夫による料金の低廉化

が進むことが期待されている領域でありますので、今後、有効に競争が機能しているのか

どうか検証が必要になると思っております。 

 ７４９行目でございます。料金水準におきましては、通信品質、店舗などのサービスの

充実と併せて分析すべきとの指摘もあったところでございますけど、国際的にこういった
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手法はなかなか確立していないところもございますので、まずは、諸外国や民間における

手法の研究を進めていくといったことを記載させていただいているところでございます。 

 続きまして、端末市場の動向でございます。売上台数、売上高については記載のとおり

でございます。 

 ３２ページ目になりますけれども、７６９行目、新型コロナウイルスの感染症の拡大の

影響がさらに出てくることが予想されているといったところでございます。 

 続きまして、３３ページ目の端末価格の動向についてでございます。スマートフォンの

価格帯別販売状況につきましては、ミドルレンジや廉価端末の取扱いが増加しておりまし

て、従来よりも幅広い価格帯での選択が可能となっているところです。 

 ３４ページ目、８０９行目でございますけど、一方で、ＭＮＯ３社のスマートフォンの

売上台数、売上高の１社当たりの売上高の平均値は大きく変化がないといったところでご

ざいます。 

 ３６ページ目の８６６行目でございます。メーカーへの支払金ですが、改正法の施行前

後から増加傾向にありましたが、事業者からは改正法の施行に伴う変化ではなく、端末の

故障修理や開発費の対価の増減によるものとヒアリングで説明があったところでございま

す。 

 続きまして、８６９行目、利益の提供の上限の特例でございます。廉価端末、不良在庫

端末につきましては記載のとおりでございますが、８８２行目、通信方式の移行の特例の

適用状況に関してですけれども、３Ｇ契約は改正法の施行後、半年で１８.６％減少してお

りまして、順調に移行が進んでいるものと考えられているところでございます。 

 ３８ページ目、９１３行目です。今後の方向性でございます。端末の出荷台数等につき

ましては、先ほど来、説明いたしましたけれども、改正法の施行前後で大きな変動はない

んですけれども、新型コロナウイルス感染症による影響において、製造への影響が非常に

大きく出ていると予測されているところでございます。さらに今年の４月以降は、より顕

著に表れることが予想されていることから、こちらの部分につきましては、引き続き、注

視していく必要があろうかと思っております。 

 ３９ページ目の９４５行目、端末価格の動向でございます。ミドルレンジや廉価端末の

取扱いが増加しておりまして、幅広い価格帯で選択が可能となっております。一方、今回

の分析・評価におきましては、機種別の売上台数の実績等について把握ができなかったと

ころでございます。今後は、こちらの台数等を把握して分析することが望ましいといった
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ところで記載しているところでございます。 

 ３９ページ目、９６５行目でございます。メーカーへの支払金につきましては、事業法

２７条の３の潜脱行為が行われていないかという観点から状況を確認していくといったと

ころで記載しているところでございます。 

 ４０ページ目、新プランへの移行状況でございます。９７５行目ですけども、既往契約

は、改正法の施行後、半年で１８.１％減少しており、一定程度の進捗はしているものと考

えられてございます。 

 ４１ページ目の９８９行目ですけれども、一方で、利用者へのアンケートの結果、浸透

度という観点からは、約４割の方が案内がなかったと回答しているところでございます。

また、９９８行目、構成員の意見からも、件数は確かに下がっているけども、スピード感

はこれでいいのかといった意見がございました。これを受けまして、対応の方向性ですけ

ども、各事業者においては、利用者が漫然と更新することがないように、引き続き、移行

促進のための周知や施策をしっかり講じていく必要があるといったところで記載させてい

ただいています。 

 最後になりますけども、４２ページ目、１００８行目です。事業者の経営状況でござい

ます。利益率につきましては、記載のとおり、ＭＮＯ３社が２０％前後、代理店が５％以

下となっております。対応の方向性といたしましては、通信市場、端末市場における公正

な競争環境の分析・検証に当たっての参考資料となりますから、今後ともその動向を注視

していく必要があるといったことで記載させていただいているところでございます。 

 分析部分につきましては、以上でございます。 

【仲田料金サービス課課長補佐】  続きまして、その他のモバイルに関する事項でござ

います。 

 ８１ページを御覧ください。端末購入サポートプログラムについてでございます。 

 ８５ページを御覧ください。２,３８４行目から対応の方向性をまとめさせていただいて

おります。ＭＮＯ３社は回線契約を条件としない利益の提供として、端末購入サポートプ

ログラムを提供している中で、利益の提供を行う場合において、事業法２７条の３の規律

の対象となる回線契約を条件としていないものというためには、回線契約者と非回線契約

者の両者に対する利益の提供に係る条件等に差異がなく、仮に差異がある場合には合理的

な理由が存在することが必要であることになっております。また、回線契約を条件として

いないことについて、利用者が認識できるよう広告等で明示することが必要でございます。
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この観点から、総務省からの要請を受けたＭＮＯ３社の対応と、今後の対応の方向性につ

いてまとめております。 

 まず、２,３９４行目から広告表示・周知について、要請を受けて、ＮＴＴドコモは広告

表示を見直しておりますが、これらの広告表示について、購入しようとする者にとって分

かりやすいものとなっているか、また、店舗、オンライン、総合カタログ等において、購

入しようとする者が認識し得る状態で掲載・周知されているかについて、引き続き、注視

していくべきであるとさせていただいております。 

 ２,４０５行目からでございますけれども、回線契約者と非回線契約者との提供条件等の

差異でございます。総務省からの要請を受けまして、ＫＤＤＩは回線契約者と非回線契約

者との間に設けている差異のうち、一部を見直す検討を進めていると総務省のほうで報告

を受けております。具体的には、非回線契約者について、支払方法をクレジットカードに

限定していること、また、残価の再分割時の手続き時に来店条件を設けていることについ

て、来年の夏までに差異を解消する検討を進めていると報告を受けております。また、現

在、オンラインでは非回線契約者へのプログラムは提供していないが、来年夏からのオン

ラインプログラム提供を開始する検討を進めているとしていると伺っております。 

 他方で、ＫＤＤＩのその他の差異については、２,４１５行目からのパラグラフでござい

ますけれども、総務省においては、要請に基づく事業者からの報告なども踏まえ、精査し

ていくことが望ましいとさせていただいております。 

 ２,４２３行目からでございますけれども、ソフトバンクはオンラインでは非回線契約者

へのプログラムを提供していない理由について、現時点では、オンラインによる端末購入

の需要が非常に限定的であるためと説明しています。 

 ページをおめくりいただきまして、２,４３２行目からでございますが、オンラインでの

端末購入への需要が一定の比率を超えるまで拡大した場合には、非回線契約者に対してオ

ンラインでプログラムを提供しないのであれば、回線契約を条件としていないとは言えな

い。このため、総務省においては、要請を受けた各事業者からのチャネルごとの回線契約

者と非回線契約者のそれぞれに対する端末販売実績の報告などにより、各窓口での端末購

入への需要を確認し、オンラインでプログラムを提供しないことの合理性を注視していく

ことが必要である。また、事業者においては、増加するオンライン需要を踏まえて、オン

ラインでのプログラム提供による受付窓口の差異の解消に向けた検討を行うべきであると

させていただいております。 
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 ２,４４２行目から端末補償サービスに関しまして、購入した端末に対する端末補償サー

ビスに、非回線契約者が加入できないことについて、ソフトバンクは、本年中に非回線契

約者への端末補償サービス提供開始予定としておりますが、ＮＴＴドコモ及びＫＤＤＩは

自社以外のサービスの選択肢があることから差異を設けているものではないと説明をして

おります。 

 ２,４４８行目からのパラグラフでございますけれども、自社以外のサービスの選択肢が

あることは、非回線契約者が加入できないという差異を設けていることについての合理的

な理由とは考えられないことから、事業者においては、ほかに合理的な理由がないのであ

れば、差異の解消に向けた検討を行うことが求められる。また、総務省においては、事業

者の検討の状況など、関連の状況を確認していくことが必要であるとさせていただいてお

ります。 

 そのほかの課題につきまして、２,４５９行目からでございますが、非回線契約者への端

末販売に際して、あたかも回線契約者のみ購入できるかのような店頭での説明により、非

回線契約者に対する端末販売が実態として行われていない場合には、回線契約を条件とし

ていないとは言えないことから、総務省では必要に応じ、非回線契約者に対しての端末販

売を制限していないか等、現場の実態についても調査・確認をすることが求められるので

はないか。また、２,４６５行目からでございますけれども、各事業者が現在、提供してい

る端末購入サポートプログラムについて、一括で購入した者を対象としていないことや一

部の事業者では端末の再購入を利益の提供の条件としていることについて、過度な囲い込

みの要因となっていないか、引き続き、注視していくべきであるとさせていただいており

ます。 

 また、２,４７１行目からでございますが、非回線契約者をも対象とする端末購入サポー

トプログラムによる利益の提供が行われるようになっている中で、通信料金からの補填に

よる過度な値引きが行われる可能性があることから、端末単体収支の状況について、要請

を受けた各事業者からの報告を踏まえ、総務省においては継続して確認していくことが求

められる。 

 ２,４７９行目からでございますが、以上のような状況も踏まえ、総務省では、引き続き、

各事業者が行う施策について、回線契約者と非回線契約者の条件に合理的ではない差異が

生じていないか、また、事業法第２７条の３の規律を潜脱する行為が行われていないか、

引き続き、確認をしていく必要があるとまとめさせていただいております。 
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 続きまして、２,４８３行目から、スイッチングコストについてでございます。スイッチ

ングコストの項目につきましては、８８ページの２,４８８行目にございますとおり、端末

補償サービス、また、８９ページ、２,５０９行目にございますとおり、ほかのサービス等

とのセット販売による割引、また、２,５２１行目にございますとおり、事業者の乗換え時

の手数料について、これまで御議論をいただいてきました。 

 続きまして、９１ページ、２,５８７行目から端末補償サービスについての対応の方向性

でございます。先ほど御説明しましたとおりでございますが、ＭＮＯ４社が提供する端末

補償サービスについて、加入を端末の購入時のみに限定していること、また、加入者のみ

を対象とし、かつ回線契約の継続を条件としていることが、事業者乗換え時の制約になっ

ているのではないかという指摘がございます。 

 ２,５９８行目からのパラグラフでございますけれども、これらの条件があることにより、

端末購入者の事業者乗換えの過度の制約となっていないか、引き続き、注視をしていくべ

きであるとさせていただいております。 

 また、２,６０３行目からでございますが、端末補償に係るサービスには、事業者が提供

する者以外にも、端末メーカーが自ら提供している例や保険会社から直接提供している例

などもあることから、総務省では、これら事業者以外が提供するサービスは、事業者が提

供する端末補償サービス以外の選択肢になり得るものであるか、これらのサービスの提供

状況についても、引き続き、確認していくべきである。 

 ２,６１４行目からでございますけれども、端末補償サービスによる修理等の期間の終了

後も利用者が漫然とサービスに加入し続けている問題については、利用者に十分周知が行

き届いているかなど、引き続き、状況を注視していくべきであるとさせていただいており

ます。 

 ２,６１９行目から、ほかのサービス等とのセット販売による割引でございますが、９３

ページの２,６２１行目からにございますとおり、特に利用者により選択されることが多い

固定通信サービスなどのセット販売については、過度な囲い込みの要因となっていないか

などについて、後述で御説明をさせていただきます。 

 ２,６２５行目からのパラグラフでございますが、固定通信サービス以外のコンテンツサ

ービスや決済手段等のサービス等とのセット販売による割引につきましては、利用者の過

度な囲い込み等の要因となっているものがないか、引き続き、状況を注視していくべきで

あるとさせていただいております。 
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 また、２,６３５行目、事業者乗換え時の手数料についてでございますが、過度な囲い込

みの要因となっているものがないか、引き続き、注視していくべきであるとまとめさせて

いただいております。 

 ２,６４３行目から、そのほかの項目として、頭金、分かりやすい料金プラン、ＳＩＭに

関する諸課題について、現状をまとめさせていただいております。 

 対応の方向性につきまして、１００ページを御覧ください。１００ページ、２,８７３行

目から頭金についてでございます。これまでも御議論いただいてきた頭金でございますけ

れども、携帯電話業界用語としての頭金は、一般的な頭金の用法とは異なる意味で用いら

れており、頭金ゼロ円などの表示は携帯電話業界用語としての頭金が安いこと、すなわち

端末価格のうち、一律に設定された割賦に係る上限額を超える金額が少ないことを示すこ

とにより、端末価格自体が安いことを訴求しようとしているものであるが、一般の利用者

にとっては極めて分かりづらい表示となっているという御指摘をいただいております。 

 こういった利用者の誤解や混乱を招かないようにするため、事業者及び販売代理店にお

いて、頭金を一般的な用法に限定して用いるべきであり、例えば、一括購入の場合に、頭

金が生じるかのような表示をやめること、端末価格自体が安いこと訴求する場合に頭金が

安いという表示をしないようにすることなどが求められる。また、端末購入に当たって支

払いが求められる総額を分かりやすい形で表示するなど、利用者の立場に沿った広告、説

明が求められるとさせていただいております。 

 また、頭金についての利用者の混乱の一因が、キャリアショップによって端末価格自体

が異なっているかについて、十分認識していないことにあるのではないかと考えられると

ころ、そういった利用者の認識が醸成されていない中で、代理店ごとに異なる端末販売価

格が設定されることにより、結果として利用者が比較することなく、高い価格が設定され

た端末を購入することとなり不利益を被る恐れがあることから、このような混乱が生じな

いよう、事業者においては、広告のフォーマットの見直しと併せて、販売代理店ごとに端

末価格自体が異なっている可能性があることを利用者が認識できるように、適切な周知等

を行うことが必要であるとさせていただいております。 

 続きまして、２,８９７行目から分かりやすい料金プランでございます。料金プランにつ

きましては、家族割引や固定割引等による永続的な割引や期間限定のキャンペーン等によ

る一時的な割引により、通信料金の利用者への還元が一部の利用者に対するものにとどま

っていること、料金体系が利用者にとって分かりづらく、不明確になっていることが課題
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として指摘されております。 

 １０１ページでございます。２,９１２行目からにございますとおり、利用者は自らのニ

ーズに合った料金プランが選択しづらくなっていないか、また、複雑な料金体系により利

用者の混乱を招いていないかといった観点から、総務省においては、各種割引の適用状況

等の実態も把握をした上で、引き続き、状況を確認していくべきであるとさせていただい

ております。 

 ２,９１９行目から、ＳＩＭに関する諸課題ということで、まず、２,９２０行目からの

パラグラフでございますが、１０月１日に適用が開始される中古端末のオンラインでのＳ

ＩＭロック解除の義務化に関する事業者の取組や課題等について、引き続き、総務者は確

認をしていく必要があるのではないか。また、これに伴う中古端末の流通の状況や課題等

についても、引き続き、注視していく必要があるのではないか。 

 また、２,９２６行目からのパラグラフにおきまして、オンラインでのＳＩＭロック解除

の手続が煩瑣であるとの指摘について、各事業者においては、利用者の声を踏まえて対応

していくことが望ましく、総務省においては、こういった取組は継続的に確認していくべ

きであるとさせていただいております。 

 ２,９３３行目でございますが、ＳＩＭの種類が複数あることにより、利用者の混乱を招

くことがないよう、利用者に対する適切な周知を行うとともに、事業者においては、店舗

等において適切な対応を行うことが求められるとさせていただいております。 

 また、２,９３９行目からでございますが、ｅＳＩＭの普及に伴う対応について、総務省

においては継続して状況を確認し、ＲＳＰ機能の開放について具体的に障壁になっている

課題があれば、課題解決に向けて速やかに検討を進めるべきである。また、Apple Watch

の利用に係る指摘については、当該端末の機能の制限が利用者のＭＮＯとＭＶＮＯの間の

事業者選択に影響を及ぼす可能性もあることから、具体的に障壁になっている課題につい

て、引き続き、状況を確認していくことが必要であるとさせていただいております。 

 続きまして、１０４ページから新型コロナウイルス感染症の影響拡大に対応するための

取組でございます。検討課題等のところで、これまでも御紹介してまいりました総務省か

らの要請、それから、それを踏まえた事業者様の取組の内容を紹介しております。 

 ページをおめくりいただきまして、１０９ページ、３,１１９行目から対応の方向性をま

とめさせていただいております。まず、店舗における新型コロナウイルス感染症の拡大防

止のための取組として、引き続き、事業者と販売代理店の両者が連携をして対策を行うこ
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とが求められるのではないか。また、コールセンター需要の増加やコールセンターでの三

密対策等によるコールセンターの対応の逼迫が指摘されている中で、各事業者においては、

今後、コールセンターの機能の確保のための取組に係る検討が求められる。 

 また、３,１３４行目からでございますが、今後、特に需要の増加が見込まれるオンライ

ンのチャネルについて、各事業者において利便性の向上に向けた取組の検討が求められる。 

 また、３,１４１行目からのパラグラフでございますけれども、今後、新型コロナウイル

ス感染症の拡大防止に向けた対応により、販売チャネルとしてオンラインが占める割合の

増加が加速することが想定される中で、店舗、電話オンラインなど、販売チャネルのバラ

ンスについては、基本的には各事業者が経営戦略として検討するものと考えられるが、販

売代理店については、地域の拠点として持つ役割の重要性なども踏まえ、当該検討に当た

ってはネットワークの維持・活用についても十分配慮をして検討していくことが必要であ

る。また、販売チャネルのバランスの変化に伴い、必要となる販売代理店網も変化してい

く中で、販売代理店の状況は、その規模や委託元の事業者、立地する地域などにより異な

る点もあることを踏まえつつ、利用者のニーズとかけ離れた契約の勧奨など、利用者利益

に反する行為による混乱がないようにしていく必要がある。このような販売代理店の在り

方に係る課題について、今後、議論を深めていく必要があるとさせていただいております。 

【田中料金サービス課課長補佐】  続きまして、１１１ページ以降、固定通信市場に係

る課題について、御説明させていただきます。 

 まず、１ということで、固定通信市場に関する動向について記載をさせていただいてご

ざいます。これまでのワーキンググループにおいて、現在の契約数の状況でありますとか

事業者別のシェア、提供状況、あるいは利用者のアンケート等の状況について御説明した

ものをまとめさせていただいているものでございます。 

 ページ飛びまして、１２０ページをお開きください。一番上の部分でございます。１つ

目の課題としてございました、事業者乗換え時のスイッチングコストに関する事項という

ことでございます。最初、（１）としまして、工事費を載せてございます。①としましては、

検討課題ということで、現状と検討の課題を載せております。１２０ページの下、３,２７

１行目のところに意見とございますが、構成員の御意見、また、１２２ページには事業者

の御意見ということで、いただいた意見をまとめさせていただいているところでございま

す。 

 続きまして、１２３ページをお開きください。３,３７９行目から対応の方向性を書かせ
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ていただいてございます。 

 １つ目、スイッチングコストの中の工事費でございますが、工事費の分割支払いについ

ては、分割支払いが終了する前に解約した場合には、各事業者共通して一括での残債の支

払いを求めているところでございまして、さらに一部の事業者においては、期間拘束の契

約、２年等が多い状況でございますが、それを超える期間での分割回数のみしか分割とし

て選択ができません。これによって、利用者が乗換えを検討する際に残債の一括での支払

いが求められるということがございまして、この点に関して、工事費の分割払いに関し、

例えば、次のような過度な囲い込みと考えられる場合については、事業者において改善に

取り組むべきであると考えられるところ、必要に応じ、ガイドライン等により一定の考え

方を示すことも含めて対応することが求められるとさせていただいてございます。 

 具体的な場合として、ポツが２つございますが、線が引いてございます、一括払いと比

べ、分割払いを有利に扱っている場合ですとか、工事の分割支払い期間が期間拘束契約の

期間を上回るものしか用意されていないなど、期間拘束契約満了時に工事費残債の支払い

等の負担なく契約を解除できない場合、こういった場合について、必要な対応を取るとい

うことでございます。 

 ３,３９５行目から開通工事費についてでございます。線を引いてあるところを御覧くだ

さい。開通工事費における原価と利用者に請求している工事費に大きく乖離があると考え

られるものがございますが、工事費の設定根拠について、さらに詳しく調査を行うという

方向を記載させていただくとともに、その下の線を引いてあるところですが、課題がある

場合に、事業者による課題解決が図られないという状況があるのであれば、制度的な措置

を含む対応を検討していくことが適切と書かせていただいてございます。 

 続きまして、３,４０６行目、撤去工事費でございます。撤去工事費につきましては、３,

４０８行目の後半あたりからですが、事業者において費用を低減させるインセンティブが、

開通工事費と比べ働きづらいと考えられるものでございまして、この点については、構成

員の皆様からも大きなスイッチングコストであるとの指摘があったところでございます。

利用者の利益を保護する等の観点からは、撤去工事費の設定が適切かつ明確であるかにつ

いて、より厳しく確認をしていくことが必要と書いてございます。 

 また、その下、３,４１３行目の後半辺りでございますが、撤去工事費を低減すること、

または撤去工事費自体を不要とすることができないかを確認し、事業者間における工事自

体の削減に関する協議も行われているところですので、そういったところも踏まえながら、
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必要に応じ、制度的な措置を含めた対応を検討していくことが適切と書かせていただいて

ございます。 

 ３,４１８行目から、利用者への工事内容等の分かりやすい説明についてでございます。

冒頭、３,４１９行目の後半でございますが、構成員からも、利用者に対して標準的な工事

に係る要素、あるいは価格を明示するよう取組を行うことが適切という御指摘もいただい

たところでございますが、事業者においては、利用者が受ける工事の内容、費用の要素、

価格等について、より分かりやすく利用者に説明する方法について検討を行うべきと書か

せていただいてございます。 

 続きまして、３,４２４行目、事業者間連携による工事の削減でございます。事業者間の

連携により工事自体を削減するという取組につきまして、ヒアリングの場におきまして、

ＮＴＴ東日本・西日本、ＫＤＤＩ、ＮＴＴドコモ及びソフトバンクの５社から、戸建ての

場合における引込線の工事を不要とするための協議を実施しているという御説明があった

ところでございます。特にＫＤＤＩにおかれては、２０２１年度早々にこういったことを

導入していきたいという御説明もあったところでございますので、早期に実現されるよう、

協議の状況をしっかりと注視していくことが必要と書かせていただいてございます。 

 ２行下がった下線のところでございますが、また、今は５社で協議を行っているところ

でございますが、他の光コラボ事業者、あるいは、接続事業者などが希望する場合には、

その事業者も含めて工事の削減に係る対応が可能となるよう取り組むことが適切と書かせ

ていただいてございます。加えて、今は戸建ての話でございましたが、集合住宅における

屋内配線の転用、あるいは、設備の標準化といったことについて、事業者からも協議を検

討したいという御説明があったところでございますが、こういった事業者の協議を注視す

るとともに、これを踏まえて必要な対応を検討することが適切と書いてございます。 

 また、段落は変わりまして、総務省においては、これらの取組をフォローアップし、必

要な場合には制度的な措置を含めて対応し、工事費の低廉化の推進ということが必要と書

かせていただいてございます。 

 スイッチングコストの２つ目、３,４４１行目から期間拘束契約についてというところで

ございます。先ほどの工事費と同様に、①としまして検討課題を書かせていただき、その

後、意見をまとめさせていただいているという構成でございます。 

 １２９ページをお開きください。中ほど３,５６２行目でございます。対応の方向性の部

分では、まず、モバイル契約との相違点を記載させていただいた上で、次の１３０ページ、
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３,５８７行目でございますが、こういった違い、あるいは、これまでの提言等も踏まえな

がら、固定通信市場におけるルールとしてどのようなものが適切か検討を進めていくとい

う考え方を示してございます。 

 続きまして、３,５８９行目、期間拘束契約の適切な期間ということで、モバイル契約に

おいては、２年を超えてはならないとされているところ、固定通信においては、線が引い

てあるところでございますが、固定通信契約における期間拘束契約の適切な期間について

は、現在、生じている課題をしっかりと整理した上で、その課題に対応するために必要な

措置を検討していくことが必要と書かせていただいてございます。 

 次の３,６０２行目、適切な違約金の水準、額についてでございます。違約金の額につい

て、モバイル契約では１,０００円を超えてはならないというルールとなっているところ、

現在、主要な固定通信契約においては、１,５００円から２万円まで事業者によって幅があ

るという状況でございます。アンケートの結果なども載せてございますが、３,６１０行目

でございます。こういったことも踏まえながら、利用者の状況、あるいは、その他の固定

通信契約における要素を考慮した上で、適切な違約金の在り方について検討を行うことが

必要と記載してございます。 

 ３,６１３行目、違約金なしに解約できる期間についてでございます。いわゆる更新月の

観点でございますが、モバイル契約においては、３か月以上と定められているところ、次

の１３１ページをおめくりください。冒頭に線が引いてあるところがございますが、固定

通信契約においては、構成員、あるいは事業者からも御指摘をいただいたところでござい

ますが、固定の場合には、モバイルと違って物理的な工事が発生するということで、即時

の切替えが難しいというところがございました。これを踏まえて、各事業者がホームペー

ジで案内をされています、申込みから開通までの標準的な期間として、２週間から２か月

という御案内をしている。また、電話等についても引継ぎが必要になりますので、ここは

間に合わないと電話番号が変わってしまうということも生じ得るところでございます。 

 ３,６２３行目の後半から線を引いてございますが、こういった開通までの標準期間が２

週間から２か月ということを考えますと、違約金が不要で解約できる期間が最低でも３か

月以上なければ、実質的に利用者の適切かつ自由なサービス選択ができないと考えられる

といたしまして、前回、構成員の皆様から優先的に取り組むべきとか、早急に取り組むべ

きという御指摘もいただいたところでございますので、事業者において、早急に改善を図

るべきと、必要に応じ、ガイドライン等により一定の考え方を示すことも含め、改善のた
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めの措置を実施することが求められると書いてございます。 

 また、３,６２９行目、自動更新の在り方でございます。モバイルの場合には、契約時及

び契約期間満了時において、期間拘束を伴う契約で更新するかどうか、利用者が選択でき

るようにすることとされています。こういったことも踏まえながら、固定通信においては

どのような自動更新の在り方を検討していくことが適切と書かせていただいてございます。 

 ３,６３７行目、モバイルとのセット販売に関する観点でございます。特にモバイル市場

においては、２年を超える契約や高額な違約金の設定等の過度な囲い込みを是正するとい

う制度整備が行われたところでございますが、こういった整備が行われたものが、固定が

期間拘束をしていることによって囲い込みが生じていないかということで、これまでも利

用者への過度な囲い込みということで、両者の契約期間のずれに対する懸念が寄せられて

いたり、あるいは、モバイル研究会等の提言で事業者への対応求めてきたところですが、

特段対応が講じられていないということを書かせていただいた上で、３,６４８行目ですが、

ＭＮＯを中心に多くのモバイル契約の利用者が固定通信契約とのセット割引を利用してい

るという中で、セット割引を異なる事業者間で適用している場合も含めて、こういった固

定通信契約の期間拘束や高額な違約金等により、モバイル契約において、実質的に過度な

利用者の囲い込みが生じていないかについて確認していくとともに、必要に応じて制度的

な対応を検討していくべきと書かせていただいてございます。 

 ３,６５４行目から課題の大きく２つ目でございますが、過度なキャッシュバック・セッ

ト割引に関する事項と挙げてございます。 

 （１）としまして、キャッシュバックやセット割引に係る検証ということで、現状の検

討課題を①として載せてございまして、②として構成員の皆様の御意見、事業者からの御

意見ということで載せてございます。 

 １３４ページをお開きください。３,７２２行目に対応の方向性を載せてございます。過

度なキャッシュバックやセット割引に係る検証ということで、線を引いてあるところを中

心に申し上げますが、今回、２つの方法で評価をしてみました。割引総額帰属テストの考

え方で評価した場合、あるいは、総務省において、昨年６月に公表したＦＴＴＨアクセス

サービスの提供条件が不当競争を引き起こす具体例に照らした場合ということで、評価を

したところでございます。これについては、今回、提出されているデータの範囲で、直ち

に不当競争が生じていると判断するまでの状況にはなかったところでございますが、検証

に十分なデータが提出されていない状況と考えられますので、こういったところのデータ
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の精査を進めて、検証の精度を高めていく必要があるとしてございます。 

 また、３,７４５行目からでございますが、構成員の皆様からも御指摘をいただきました

が、セット割引の適用状況、あるいは契約締結等補助の額等につきまして、検証の基礎的

なデータについては、モバイルと同様に省令により報告を求めるなど、必要なデータが取

得できる措置を講じることが必要とさせていただいてございます。 

 また、３,７５１行目でございますが、１つのＦＴＴＨ契約にモバイル契約のセット割引

がどの程度適用されているかという点を考慮して確認していくことが適切、また、３,７５

４行目ですが、市場全体の拡大の状況、各社の契約数の推移、競争事業者の状況、利用者

や競争事業者からの意見等を引き続き確認していくことが重要としてございます。 

 また、検証方法については不十分な点を見直していくとともに、各社の状況の変化を確

認しながら、継続的に実施をしていく。また、検証対象や検証方法等について、ガイドラ

イン等で一定の考え方を示すことなども含めて検討することが必要とさせていただいてご

ざいます。 

 骨子案全体について、以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございました。 

 それでは、意見交換に移りたいと思います。ただ、論点が非常に多岐にわたりますので、

３つくらいに分けて、固まりごとに御議論をしていただければと思います。 

 １つはモバイル市場の競争環境に関する検証に関してでございます。 

次に、モバイル市場に関わる課題のうち、その他モバイルに関する事項、それから新型

のウイルス感染症の影響拡大に対応するための取組に関しては、もう一つの固まりにさせ

ていただきます。 

そして、最後に、固定通信市場に係る課題ということにさせていただきたいと思います。 

 甚だ便宜的でありますけれども、この３つに議論の焦点をそれぞれ分けて、御発言、御

意見を賜りたいと思います。 

 まずは、モバイル市場の競争環境に関する検証に関して、御発言いただきたいと思いま

す。どうぞチャットで御合図をいただければと思います。 

それでは、相田構成員、どうぞ御発言をお願いいたします。 

【相田主査代理】  ３１ページの辺りというのは、今の範囲内だと思ってよろしいでし

ょうか。 

【新美主査】  結構だと思います。 
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【相田主査代理】  国際的な価格比較というところで、ここにも書いてありますように、

大変難しい問題があって、今後の検討ということで、本当にやや参考程度ですが、資料２

－２のほうで、国際比較で日本がかなり高く出ている理由の１つが、より安くサービスを

提供している事業者がいるにもかかわらず、シェア１位の事業者の価格で比べているとい

うのが１つ、より日本が高く見えている理由ではあるんですけれども、後ろのほう、１０

１ページ辺りにも、なかなか自分に合ったプランを利用者が選びにくい状況が日本ではあ

るかということもあるということで、競争環境を一生懸命整備していったとして、利用者

はどこにシェアが集まるのかということで、携帯電話に関しては過去の傾向を見ても、結

局、コマーシャル、テレビＣＭとかで目についたところに集まるとか、何かそういう傾向

があったりするんじゃないかなというところで、全事業者をひっくるめた料金水準という

ことだけではなくて、国内でどの事業者がシェアを取っているかという分析、特にメイン

ブランドとサブブランドの間でもって、値段差とシェアとがどういう関係になっているか

ということを分析していかないといけないんじゃないかなと、これは純粋な感想です。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。非常に違った視点からの御指摘だと思いますの

で、それも今後、議論する中では大いに参考にさせていただきたいと思います。 

 それでは、続きまして、長田構成員と北構成員、お二人御発言希望ですので、まず、長

田構成員から、その後、北構成員から御発言をお願いします。それでは、長田構成員、よ

ろしくお願いします。 

【長田構成員】  ありがとうございます。長田です。 

 新料金プランへの移行状況のところですが、法改正があったり、その前後で新プラン出

てきたときには、新しいプランへの移行のお誘いがたくさん出ていたと思うんですけれど

も、今はそれが少しお休みしている会社もあるんじゃないかという気がしますので、その

当時は移行しなかったとしても、また、いろいろなタイミングでということがあると思い

ますので、丁寧に周知をしていっていただければいいなと思っています。以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、北構成員、御発言をお願いします。 

【北構成員】  野村総研の北でございます。先ほどの相田構成員と同じ、３１ページの

７４９行目の文章ですが、「通信品質や店舗数などのサポートの充実度などと併せて分析

すべきとの指摘もあり」と、初めて指摘されたような表現になっています。私の記憶が確

かならば、過去の研究会で、今後、そういう分析を行いますと記述された記憶があります。
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要するに、やっていないということなのです。この部分を探していただいて、引用して、

今度はちゃんとやりますと記述していただければいいと思います。 

 もう１点、ＳＩＭロックについては、本当に時間をかけて、ねちねちとＳＩＭロックを

解除すべくやってきた成果が表れてきているのですが、以前も発言しましたように、ＭＶ

ＮＯさんはほとんどの端末をＳＩＭフリーで販売している中で、ＭＮＯさんたちは変わら

ない。楽天さんのプレゼンの中で、ベライゾンは６０日後に自動的にアンロックされる仕

組みを導入したという話もありました。次にやるとすれば、ユーザーが何もしなくても勝

手にアンロックされる仕組みを導入することを検討すべきではないかと思いますので、そ

れについて言及していただければ思います。 

 以上でございます。 

【新美主査】  分かりました。これは大いに参考にすべきだという事例の紹介ですね。

前半の部分で事務局のほうに注文があったのですが、その点、事務局から何か発言はあり

ますか。 

【中島料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。北構成員の御意見はごもっと

もなんですけれども、一口に通信品質と言いましても、音声の品質、要するに、途切れな

いかとか、あとはデータ送信のスピード速度、あとはエリアカバー率や災害が起こったと

きの通信が確保されているとか、あとは別の切り口で言えば、例えば、携帯事業者や販売

代理店におけるコールセンターの受電率といった様々な切り口が考えられると思っていま

す。 

 そうした中で、全ての要素を網羅した調査というのは、現時点では困難ではなかろうか

と思っています。そういったところで、まずは、諸外国において、どのような手法で調査

を行っているのか、こういった研究から始めたいといったところで今、検討しているとこ

ろでございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、続きまして、佐藤構成員、御発言よ

ろしくお願いします。 

【佐藤構成員】  甲南大学の佐藤です。 

 ２０ページの図表１－３についてですが、７月３１日、私は欠席させていただきました

ので、この図について、少しコメントさせていただきます。ＭＮＯの様々な活動における

競争上の問題について議論をしてきましたが、ＭＶＮＯを取り巻く公正競争の状況が適正

であるかということが、もう一つ、検証すべき大事なポイントだと思っています。 
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 容量で分けてマーケットを見たときに、先ほどの説明でもあったように、低・中容量の

マーケットを中心に、ＭＶＮＯとＭＮＯの競争が起こっていると見えます。このマーケッ

トでの料金低廉化、あるいは、サービスの多様化が期待できるという説明であり、私もこ

こが１つの大事なポイントだと思っています。その意味ではサブブランドについて、今ま

で十分な情報がなかったので、これからはきちっとしたデータを収集して、このマーケッ

ト、ＭＶＮＯを取り巻く競争環境の適正性検証について、これから議論を進めていく必要

があると思います。 

 また、ブランド別データを取る必要があるということも言われていたので、必要な検証

ができるようなデータをきちんと取ることを総務省にお願いしたいと思います。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。コメントいただいたことを事務局のほうできち

んとメモしておいていただきたいと思います。続いて、西村構成員、よろしく御発言をお

願いします。 

【西村（暢）構成員】  ありがとうございます。中央大学の西村でございます。 

 １点、事務局のほうにお願いという形で発言させていただければと思っております。例

えばですけれども、１２ページのところで、事業法の２７条の３の状況等が記されている

かと思います。また、４１ページの辺りで、新プランの移行状況につきまして、４割ほど

の移行者の中の案内を受け取っていないと、そういうデータが示されているかと思います。

この点、今後の方向性としては、いずれも事業者への要請という形で骨子案には示されて

おります。これに加えまして、総務省自身も対消費者、つまり消費者に対して十分に２７

条の３、もしくは、新プランへの移行がどういったものなのか、これを事業者とも協力し

つつ、広めていっていただければと強く願っております。 

 これは、ほかにも頭金問題ですとか販売代理店ごとの価格設定の問題でありますとか、

前半部分に議論になっておりましたＭＮＰの明確な意思表示、これは恐らく全て消費者の

理解が前提、あるいは必須となっているかと思いますので、事業者のみならず、総務省の

ほうからもぜひ積極的な周知の働きかけをよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。 

 それでは、時間の都合もございますので、次の項目に移りたいと思います。モバイル市

場に係る課題のうちの、その他モバイルに関する事項と、それから、新型コロナウイルス
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感染症の影響拡大に対応するための取組、この２点に関連しまして、御発言を御希望の方

はチャットでお伝えいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 いかがでしょうか。この点については、特にございませんでしょうか。 

また後で全体を通じての時間も若干取ってございますので、それでは、この項目につい

ては特に現時点ではなさそうですので、次の項目である固定通信市場に係る課題に関して、

御発言いただきたいと思います。どうぞ御意見、御質問のある方はチャットのほうで御合

図いただけたらと思います。長田構成員、どうぞ、御発言お願いします。 

【長田構成員】  ありがとうございます。長田です。 

 固定通信がところは関わっている事業者の方々の数も非常に多く、消費者として、料金

の見比べなども、そのときに係る手数料や工事費というのを全部含めて、適切な判断をし

ていくのはすごく難しい世界になっていると思います。モバイルのときにもずっと議論を

してきていましたけれども、手数料のコストは何なのかとか、解約料のコストは何なのか

とか、きちんとしたデータをこれから総務省が集めていただいて精査していただくのがす

ごく大切だと思います。 

 工事費も事業者によって全然価格が違うので、それが全部おそろいになることがいいと

は思いませんけれども、適切な説明がちゃんとされるのかどうかというところを注目して

いきたいと思っていますので、総務省としても、ぜひ取組をよろしくお願いします。以上

です。 

【新美主査】  ありがとうございます。非常に大事な点だと思います。競争環境が公正

であるためには、何が競争の対象になっているのか、何が競争されているのか分からない

と競争にならないと思いますので、非常に重要な御発言だと思います。 

 続きまして、全相協の西村構成員、御発言をお願いします。 

【西村（真）構成員】  西村です。 

 固定の光回線の場合、宅内工事と宅外工事のツーステップで工事をなさる事業者さんも

いますし、そういう事業者さんは宅外工事の日付がなかなか決まらないということもあり

ます。乗り換えるには移動と比べて、もろもろ結構大変なので、一番やりやすい、取り組

みやすいこととして、３か月以上の違約金が不要で解約できる期間の設定を切に望んでお

ります。よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  ありがとうございます。ほかに御発言を御希望の方はいらっしゃいませ

んでしょうか。よろしいでしょうか。 
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 それでは、今度は全体を通じて３つに分けましたけれども、全体を通じて追加の御意見

等がございましたら、御発言いただきたいと思います。チャットで御希望をお伝えいただ

けたらと思います。よろしいでしょうか。特にございませんでしょうか。 

 それでは、皆様、非常に熱心に御議論いただきましたが、本日はこの辺りで意見交換を

終了させていただければと思います。 

 本日、事務局の説明がありましたＭＮＰの論点及び報告書骨子（案）につきましては、

その方向性について、おおむね御理解いただいたものと思います。中には引き止めのとこ

ろで、もう少しきちんと丁寧なフローをというような御意見はいただきましたが、大筋は

御了解いただけたと受け止めました。つきましては、事務局におかれましては、本日の御

議論も踏まえまして、骨子から報告（案）に作成していただくよう、お願いいたしたいと

思います。それを次回会合においてお示しいただけるよう、お願いいたします。 

 それでは、事務局から今後の予定について、御説明よろしくお願いします。 

【中島料金サービス課課長補佐】  事務局です。 

 次回会合では、先ほど新美主査のほうから御発言がありましたように、報告書（案）に

ついて議論をいただく予定でございます。詳細につきましては、別途御連絡させていただ

きます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  それでは、本日の会合はこれにて閉会ということにさせていただきます。

非常に熱心な御議論をありがとうございます。さらに深みを得ることができたと思います

ので、十分に生かした報告書（案）を作成していただけると思います。 

 本日はどうもありがとうございました。これにて閉会ということにしたいと思います。 

以上 


